
追加規制改革事項等 

平成２６年９月２５日 

福岡市 国家戦略特別区域会議 

 

１．外国人材分野 

 事項名 規制改革の概要 関係各省の見解 時期目途 

１ 外国人創業人材や、

地場中小企業のグロ

ーバル化等に資する

外国人材の受入れ 

(H26.6.28 区域計画

素案) 

外国人による起業や地場中小企業の

グローバル化を支援するため、起業家

等に対する投資最低基準（５００万円

以上）を引き下げ、法令へ記載する等

の透明性向上を図るとともに、基準設

定や運用を区域会議に委ねること等

により、創業人材とそのスタッフの受

入れや留学生等の起業・就職を容易に

する新たな仕組みについて検討する。 

【内閣府・法務省】 

創業人材等の外国人の受入れを促進

するための新たな仕組みや、法令上の

措置を講ずる(検討中)。 

次期国会 

 

２．創業分野 

 事項名 規制改革の概要 関係各省の見解 時期目途 

１ 法人設立手続きの簡

素化・迅速化 

(H26.6.28 区域計画

素案) 

グローバル企業も含め、企業の設立等

を支援するため、登記・年金等の創業

時に必要な各種手続きのワンストッ

プ化や簡素化を検討する。 

【内閣府・法務省・厚労省・財務省】 

次期国会に法案を提出するため、内閣

府・関係各省間で調整中。 

次期国会 

２ 創業期の企業を支援

するための随意契約

要件の緩和 

（H26.6.28 福岡市

提案） 

行政発注において、新規性等のある

「物品」について認められている随意

契約を「役務（サービス）」にも拡大

する。 

【総務省】 

実施できる方向で検討する。 

但し、「新製品として生産する物品」

の随意契約と同様、役務の新規性等に

つき、透明性、公正性等を担保する手

続きが必要。 

措置につ

き年内に

結論 

３ 雇用保険給付の拡大 

（H26.6.28 福岡市

提案） 

会社を退職し、創業準備に専念してい

る者について、一定の条件のもとに雇

用保険法に定める労働の意思を有す

るものとみなして保険給付を行う。 

【厚労省】 

求職活動と並行して創業準備を行う

場合で、公共職業安定所の職業紹介に

応じられるときには、求職者給付の支

給対象となり得る（H26.7.22 付けの

「雇用保険に関する業務取扱要領」の

一部改正において明示）。 

H26.7.22 

措置済 
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 事項名 規制改革の概要 関係各省の見解 時期目途 

４ 創業期の企業におけ

るインターンシップ

の活用 

（H26.6.28 福岡市

提案） 

 

 

企業がインターンシップで取得した

学生情報を広報活動・採用選考活動に

使用できる期間に関する申し合わせ

（H26.4.8 改正）を、創業期の企業に

限り除外する。 

 

※学生情報の使用可能時期 

 改正前 改正後 

広報活動 

 

３学年次

１２月～ 

３学年次

３月～ 

採用選考

活動 

４学年次

４月～ 

４学年次 

８月～ 
 

【文科省、厚労省、経産省】 

広報活動・採用選考活動時期について

は、内閣総理大臣等からの経済界に対

する要請に基づき、平成 27 年度から

国全体で後ろ倒しの取組が行われよ

うとしている。 

当該申し合わせは、平成 27 年度以降

の卒業生・修了予定者を対象に、国全

体でこれから取組が行われるもので

あるため、平成 27 年度以降の実施状

況を踏まえ検討を行う。 

措置につ

き年内に

結論 

 

３．観光分野 

 事項名 規制改革の概要 関係各省の見解 時期目途 

１ 出入国手続きの迅速

化・円滑化 

(H26.6.28 区域計画

素案) 

ＭＩＣＥ参加者等の外国人旅行者の利

便性を高めるため、出入国審査に関連す

る業務の民間委託の拡充など、手続の迅

速化・円滑化を進める仕組みについて検

討する。 

日本再興戦略（H26.6.24閣議決定）

にて、入管手続の迅速化につき、可

能な措置から実施することとした。 

一部措置

済、逐次

実施 

 

４．都市再生・まちづくり分野 

 事項名 規制改革の概要 関係各省の見解 時期目途 

１ 航空法高さ制限のエ

リア単位での緩和 

(H26.6.28 区域計画

素案） 

建物ごとの個別審査となっている航空

法に基づく高さ制限の緩和承認（特例承

認）について、計画的な機能更新を進め

ている福岡都心部において、一定の地区

単位における航空法の高さ制限の緩和

承認（高さの事前明示）が得られるよう

に運用の改善を行う。 

【国土交通省】 

航空法の高さ制限の基準の運用につ

いては、航行の安全に支障のない周

辺の既存物件に基づく一定の高さを

エリア一体の目安として速やかに提

示した上で、福岡市による具体的な

地区計画の検討と並行して迅速に承

認に向けた手続を進めることとす

る。 

次期区域

会議を目

途に措置 
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５．税制 

 事項名 規制改革の概要 関係各省の見解 時期目途 

１ 税制（法人課税など） 

(H26.6.28 区域計画

素案) 

スタートアップに着目した法人課税な

どについて、税制改正要望に向けて具体

的な要望内容を検討する。 

【内閣府】 

平成 27年度税制改正要望を提出。 ― 
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